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１ 求職者等に対する
セクシュアルハラスメントとは
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「求職者等に対するセクシュアルハラスメント」（求職者等セクハラ）は次の定義に当てはまる
行為をいいます。

事業主が雇用する労働者による「性的な言動」により求職者等による求職活動等が阻害されるもの

〇 求職者等：
■求職者（企業の求人に応募する者）
■求職者以外の者であって、
・ 事業主の実施する労働者の採用に資する活動（企業説明会、職場見学会、インターンシップ、
OB・OG訪問など）に参加する者
・ 教育実習、看護実習その他の実習を受ける者 （以下「求職者に類する者」という。） を含む。

〇 求職活動等：求職者が行う求職活動や求職者に類する者が行う職業の選択に資する活動を指し、例えば
以下のものが含まれます。なお、SNS等のオンラインを介したものやオンライン上で行われるものも含まれます。
（例） 企業の採用面接への参加、 企業の就職説明会への参加、 企業の雇用する労働者への訪問、 イン

ターンシップへの参加、教育実習、看護実習等の実習の受講

〇 性的な言動：性的な内容の発言および性的な行動を指し、それぞれ以下が含まれます。
性的な内容の発言：性的な事実関係を尋ねること、性的な内容の情報を意図的に流布すること 等
性的な行動：性的な関係を強要すること、必要なく身体に触ること、わいせつな図画を配布すること 等

〇 また、求職者等に対するセクシュアルハラスメントは、男性も女性も、加害者にも被害者にもなり得る問題です。
異性に対するものだけではなく、同性に対するものも該当します。

1 求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは
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求職者等セクハラの該当行為
例えば、以下のような行為が求職者等セクハラに該当します。

面接で「恋人はいるのか」と質問されたり、オンライン
面接時に「全身を見せて」と言われた。

女子学生に対し、採用の見返りに不適切な関係を
迫った。これを断ると、「うちの会社には絶対入社させな
い」と不採用にした。

インターン中の学生に対し、性的な質問をくり返し行った。インターンシップ中に食事やデートにしつこく誘われた。

１ 求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは
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２ 事業主に求められている
雇用管理上講ずべき措置
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＜改正男女雇用機会均等法＞
（求職活動等における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置等）
第13条 事業主は、求職者その他これに類する者として厚生労働省令で定めるもの（以下この項
及び次項並びに次条において「求職者等」という。）によるその求職活動その他求職者等の職業
の選択に資する活動（以下この項及び同条第一項において「求職活動等」という。）において行
われる当該事業主が雇用する労働者による性的な言動により当該求職者等の求職活動等が阻
害されることのないよう、当該求職者等からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の
整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。

２ 事業主は、労働者が事業主による求職者等からの前項の相談への対応に協力した際に事実
を述べたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

男女雇用機会均等法の改正（令和8年10月1日施行）により、事業主に求職者等に対
するセクシュアルハラスメント対策が義務付けられています。

求職者等に対するセクシュアルハラスメントに関する法律
２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
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「求職者等に対するセクハラ」により、求職者等による求職活動等が阻害されることのないよう
厚生労働省の指針が公表されています。事業主は、指針に記載のある措置（下記）を講
じる義務があります。また、指針には、実施が「望ましい」とされている取組についても記載が
あります。

(1) 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
(2) 求職者等からの相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
(3) (1)(2)および(4)の措置と併せて講ずべき措置（プライバシー保護等）
(4) 求職者等セクハラに係る事後の迅速かつ適切な対応

事業主が雇用管理上講ずべき措置

事業主が雇用管理上講ずべき措置等（全体像）

(1) 大学等のキャリアセンターといった教育機関が設置する相談窓口等との連携
(2) 顧客等による求職者等セクハラに類すると考えられる相談があった場合の適切な対応

事業主が求職者等セクハラに関し行うことが望ましい取組

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
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２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置

求職者等向け
周知・対応

社内向け
周知・対応事業主が講ずべき措置等指針

〇①求職者等セクハラの内容の周知・啓発

（１）
事業主の方針等の
明確化及び

その周知・啓発

〇
②求職者等セクハラを行ってはならない旨の

事業主の方針の明確化と周知・啓発

〇
③求職者等セクハラの行為者について
厳正に対処する旨の方針の周知・啓発

〇
④求職者等セクハラの行為者に対する
対処内容の規定化と周知・啓発

〇〇
⑤求職活動等に関するルールの明確化

と周知・啓発

〇〇⑥相談窓口の設置と周知（２）
求職者等からの相
談（苦情を含む）
に応じ、適切に対
応するために必要
な体制の整備

〇
⑦相談窓口担当者が相談に対し
適切に対応できるようにすること

〇〇
⑧当事者等のプライバシー保護のための

措置の実施と周知（３）
プライバシー
保護等 〇

⑨求職者等セクハラに関する事実関係の確認等を理由に解雇
その他不利益な取扱いをされない旨の定めと周知・啓発

〇〇⑩求職者等セクハラに係る事後の迅速かつ適切な対応

（４）
求職者等セクハラ
にかかる事後の迅
速かつ適切な対応

求職者等
セクハラ
独自
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２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置
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事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
①求職者等セクハラの内容の周知・啓発
②求職者等セクハラを行ってはならない旨の事業主の方針の明確化と周知・啓発

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

措置を講じていると
認められる（例）

・就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書や、社内報、パンフレット、
社内ホームページ等の広報または啓発のための資料に、求職者等セクハラを行っては
ならない旨の方針、求職者等セクハラの内容と性別役割分担意識に基づく言動がセクハラ
の発生原因や背景となり得ることを記載し、労働者に周知・啓発すること。

・求職者等セクハラの内容、求職者等セクハラを行ってはならない旨の方針、性別役割
分担意識に基づく言動がセクハラの原因や背景になり得ることを労働者に周知・啓発
するための研修、講習等を実施すること。
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事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
③求職者等セクハラの行為者に対し厳正に対処する旨の方針の周知・啓発
④求職者等セクハラの行為者に対する対処の内容の規定化と周知・啓発

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

措置を講じていると
認められる（例）

・就業規則等を定めた文書に、求職者等セクハラの行為者に対する懲戒規定を定め、
その内容を労働者に周知・啓発すること。

・求職者等セクハラの行為者は、現行の就業規則等を定めた文書において定められている
懲戒規定の適用対象となる旨を明確化し、これを労働者に周知・啓発すること。
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事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
⑤求職活動等に関するルールの明確化と周知・啓発

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

（ルールの例 求職者等セクハラ防止指針４（１））

実施体制：面接は原則複数名で行う

面談場所の指定：第三者の目が届くオープンスペースで行う

面談時間の指定：所定労働時間内に実施する

SNSの種類の指定：選考連絡は社用メールアドレスを使用し、個人SNSでの連絡は禁止

労働者向け周知（例）

・求職活動等に関するルールを周知・啓発するための研修や講習を実施する。
・求職活動等以外の場面においても求職者等に対する言動に必要な注意を払うよう、
併せて周知することも考えられる。

求職者等向け周知（例）

・求職活動等に関するルールを会社HPやパンフレット等の広報手段を用いて周知する。

新 設
（求職者等セクハラ独自）

求職者等に
も要周知！
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求職者等からの相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
⑥相談窓口の設置と周知

• 相談に対応する担当者をあらかじめ定めること。
• 相談に対応するための制度を設けること。
• 外部の機関に相談への対応を委託すること。

• 求職者等に対し、パンフレット、ホームページ等によって、相談窓口（担当部署名や担当者名及び連絡先）
を周知すること。

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

相談窓口をあらかじめ定め
ていると認められる例

求職者等向け周知（例）

ポイント①：人事担当者以外の者の設定をご検討ください！
例外なく相談窓口担当者を人事担当者以外の者とする必要はありませんが、求職者等が、採用担当である人事担
当者への相談をためらうことも想定されることから、誰を／どの部門を相談窓口担当者とするか、企業において
適切にご判断ください。なお、従業員だけが相談できる従業員専用相談窓口のみの設定では不十分です。

求職者等に
も要周知！

ポイント②：相談は面談だけでなく、電話、メール等の複数の方法で受け
られるよう工夫しましょう！

14

※窓口を形式的に設けるだけでは足らず、実質的な対応が可能な窓口が
設けられていることが必要です。



求職者等からの相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
⑦相談窓口担当者が相談に対し適切に対応できるようにすること

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

ポイント：
広く相談に対応すること（ハラスメント発生のおそれがある場合や、ハラスメントに該当するか微妙
な場合、性別役割分担意識に基づく言動に関する相談、求職活動等の活動時間以外の
懇親の場等において事案が生じた場合等も対象とすること）
相談・苦情受付後、迅速に対応すること。必要に応じ人事部門等の関係部門と連携しましょう。
相談者の話を傾聴し、意向等を的確に把握すること。その際、相談窓口担当者の価値観や偏見
から意見を言うことは原則として控えましょう。
求職者等が受けているハラスメントの性格・態様、相談者の意向を踏まえ、事案に即した対応を
行うこと。
相談窓口担当者が相談を受けて終わりではなく、事業主がどのように判断したのか、今後組織とし
てどのように対応していくのか等を相談者本人にフィードバックすること。
いわゆる「二次被害」（相談者が相談窓口担当者の言動などによって、更に被害をうけること）を
防止するための措置を講ずること。

事業主は、相談窓口担当者が相談に対し適切に対応できるよう
「体制・マニュアル・研修を整備する役割」を担います。

人事担当者向け
Q＆A・動画等

参 考

職場におけるハラスメント対策
相談窓口担当者向け研修 15



求職者等セクハラに係る相談者・行為者等の情報は、当該相談者・行為者等のプライバ
シーに属するものです。相談対応や求職者等セクハラに係る事後の対応に当たっては、
相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講ずるとともに、その
旨を労働者および求職者等に対し周知すること。

プライバシーの保護等
⑧当事者等のプライバシー保護のための措置の実施と周知

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

労働者および求職者等
向け周知（例）

・相談窓口においては、相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置
を講じていることを、社内報、パンフレット、HP等の広報または啓発のための資料等
に掲載し、社内および社外に発信すること。

プライバシー保護のた
めの措置を講じている
と認められる（例）

・相談者・行為者等のプライバシー保護のために必要な事項をあらかじめマニュアルに
定め、相談を受け付けた際には当該マニュアルに基づき対応をするものとすること。

・相談者・行為者等のプライバシー保護のために、相談窓口の担当者に必要な研修を
行うこと。

求職者等に
も要周知！
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労働者が事実関係の確認等の事業主の雇用管理上講ずべき措置に協力したこと、労働局
に対して相談、紛争解決の援助の求めもしくは調停の申請を行ったこと、調停の出頭の
求めに応じたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働
者に周知・啓発すること。

プライバシーの保護等
⑨相談・協力等を理由に不利益な取扱いをされない旨の周知・啓発

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

措置を講じていると
認められる（例）

就業規則等を定めた文書において、求職者等セクハラに関する事実関係の確認等に
協力し事実を述べたことを理由として、当該労働者が解雇等の不利益な取扱いをされない
旨を規定し、労働者に周知・啓発をすること。

社内報、パンフレット、社内HP等の広報または啓発のための資料等に、求職者等セク
ハラに関する事実関係の確認等に協力し事実を述べたことを理由として、当該労働者が
解雇等の不利益な取扱いをされない旨を記載し、労働者に配布等すること。
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２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

次のページに続く

第□条 ハラスメントの禁止
パワーハラスメント、カスタマーハラスメント、セクシュアルハラスメント、求職者等に対するセクシュアルハラスメント、妊

娠・出産等に関するハラスメント及び育児・介護休業等に関するハラスメントについては、第○条（服務規律）及び第△条（懲戒）
のほか、詳細は「ハラスメントの防止に関する規定」により別に定める。

【就業規則の規定】

－ ハラスメントの防止に関する規定 －
（目的）
第１条 本規定は、就業規則第□条に基づき、パワーハラスメント、カスタマーハラスメント、セクシュアルハラスメント、求職者
等に対するセクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント及び育児・介護休業等に関するハラスメント（以下｢ハ
ラスメント｣という。）を防止するために従業員が遵守するべき事項を定める。
なお、この規定にいう従業員とは、正社員だけではなく、契約社員及び派遣労働者も含まれるものとする。

（パワーハラスメント、カスタマーハラスメント、セクシュアルハラスメント、求職者等に対するセクシュアルハラスメント、妊
娠・出産等に関するハラスメント及び育児・介護休業等に関するハラスメントの定義）
第２条 パワーハラスメントとは、職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって、業務上の必要かつ相当な範囲を
超えたものにより、就業環境を害することをいう。なお、客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指
導については、パワーハラスメントには該当しない。

２ カスタマーハラスメントとは、職場において行われる顧客等（取引先の従業員等を含む。）の言動であって、従業員が従事する
業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより、従業員の就業環境が害されるものをいう。なお、
顧客等からの苦情の全てがカスタマーハラスメントに該当するわけではなく、また、障害者から不当な差別的取扱いをしないよう求
めることや、社会的障壁の除去を必要としている旨の意思を表明すること自体は、カスタマーハラスメントには当たらない。

３ セクシュアルハラスメントとは、職場における性的な言動に対する他の従業員の対応等により当該従業員の労働条件に関して不
利益を与えること又は性的な言動により他の従業員の就業環境を害することをいう。また、相手の性的指向又はジェンダーアイデン
ティティの状況にかかわらないほか、異性に対する言動だけでなく、同性に対する言動も該当する。

４ 前項の他の従業員とは直接的に性的な言動の相手方となった被害者に限らず、性的な言動により就業環境を害されたすべての従
業員を含むものとする。

５ 求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは、従業員による「性的な言動」により求職者等による求職活動等が阻害される
ものをいう。

【詳細について定めた別規定】

例 就業規則に委任規定を設けた上で、詳細を別規定に定めている例

②ハラスメントを行ってはならないという事業主の方針

①求職者等セクハラの内容
18

事業主が講ずべきハラスメント対策
パンフレット（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/content/
11900000/001338359.pdf



次のページに続く

６ 略

７ 略

（禁止行為）
第３条 すべての従業員は、他の従業員や求職者等を業務遂行上の対等なパートナー又は将来の従業員・同僚になりえ
る者として認め、職場における健全な秩序並びに協力関係を保持する義務を負うとともに、その言動に注意を払い、
職場内において次の第２項から第７項までに掲げる行為をしてはならず、また、自社の従業員以外の者に対しても、
これに類する行為を行ってはならない。さらに、第３項に掲げる行為を他社の従業員に対して行ってはならない。

２ パワーハラスメント(第２条第１項の要件を満たした以下のような行為)

略
３ カスタマーハラスメント(第２条第２項の要件を満たした以下のような行為)

略
４ セクシュアルハラスメント(第２条第３項の要件を満たした以下のような行為)

略
５ 求職者等に対するセクシュアルハラスメント(第２条第５項の要件を満たした以下のような行為)
①性的及び身体上の事柄に関する不必要な質問・発言
②わいせつ図画や画面の閲覧、配付、掲示
③うわさの流布
④不必要な身体への接触
⑤食事・交際を執拗に求めること
⑥性的な関係を求めること
⑦その他、相手方に不快感を与える性的な言動

６ 妊娠・出産等に関するハラスメント、育児・介護休業等に関するハラスメント
(第２条第６項の要件を満たした以下のような行為)
略

７ 部下である従業員がハラスメントを受けている事実を認めながら、これを黙認する上司の行為

例 就業規則に委任規定を設けた上で、詳細を別規定に定めている例

①求職者等セクハラの内容

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

19



（懲戒）
第４条 次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める懲戒処分を行う。
①第３条第２項（①を除く。） 、第３項（⑤を除く。）、第４項①から⑤まで及び⑧、第５項（⑥を除く） 、
第６項又は第７項の行為を行った場合
就業規則第▽条第１項①から④までに定めるけん責、減給、出勤停止又は降格
②前号の行為が再度に及んだ場合、その情状が悪質と認められる場合、第３条第２項①、第３項⑤、第４項⑥及び⑦、
又は第５項⑥の行為を行った場合
就業規則第▽条第１項⑤に定める懲戒解雇

（相談及び苦情への対応）
第５条 ハラスメントに関する相談窓口は本社及び各事業場で設けることとし、その責任者は人事部長とする。
人事部長は、窓口担当者の名前を人事異動等の変更の都度、周知するとともに、担当者に対する対応マニュアル
の作成及び対応に必要な研修を行うものとする。
２ ハラスメントの被害者に限らず、すべての従業員は、パワーハラスメントやカスタマーハラスメント、セクシュ
アルハラスメント、妊娠・出産等、育児・介護休業等に関する就業環境を害する言動に関する相談を相談窓口の担当
者に申し出ることができる。

３ 対応マニュアルに沿い、相談窓口担当者は相談者からの事実確認の後、本社においては人事部長へ、各事業場に
おいては所属長へ報告する。報告に基づき、人事部長又は所属長は相談者のプライバシーに配慮した上で、必要に応
じて行為者、被害者、上司その他の従業員等に事実関係を聴取する。

４ 前項の聴取を求められた従業員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。

５ 対応マニュアルに沿い、所属長は人事部長に事実関係を報告し、人事部長は、問題解決のための措置として、
第４条による懲戒の他、行為者の異動等被害者の労働条件及び就業環境を改善するために必要な措置を講じる。

６ 相談及び苦情への対応に当たっては、関係者のプライバシーは保護されるとともに、相談をしたこと又は事実関
係の確認に協力したこと（他社からの協力依頼によるものも含む。）等を理由として不利益な取扱いは行わない。

例 就業規則に委任規定を設けた上で、詳細を別規定に定めている例

③厳正に対処する旨の方針と④対処の内容

次のページに続く

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

⑧プライバシーの保護、⑨不利益取扱の禁止

20



（再発防止の義務）
第６条 人事部長は、ハラスメント事案が生じた時は、周知の再徹底及び研修の実施、事案発生の原因の分析等、適切
な再発防止策を講じなければならない。

（カスタマーハラスメントへの基本姿勢）
第７条 第２条第２項に掲げるカスタマーハラスメントに当たる行為に対しては、従業員の人格および就業環境を守る
観点から、会社として毅然とした対応を行う。従業員が安心して業務に従事できる環境を維持することは、結果とし
て顧客に対する安定的かつ質の高いサービス提供につながるものであり、会社はこの考え方に基づき、適切な対応方
針および支援体制を整備する。なお、具体的な対処内容については、「○○株式会社カスタマーハラスメント対応マ
ニュアル」に定めることとする。

２ 従業員は、顧客等に対し誠実かつ丁寧な対応を心がけ、常にサービスの向上に努めるとともに、カスタマーハラス
メントに当たる行為に対しては、前項のマニュアルに従い対応すること。

（その他）
第８条 性別役割分担意識に基づく言動は、セクシュアルハラスメントおよび求職者等に対するセクシュアルハラスメ
ントの発生の原因や要因になり得ること、また、妊娠・出産等、育児・介護休業等に関する否定的な言動は、妊娠・
出産等に関するハラスメント、育児・介護休業等に関するハラスメントの発生の原因や背景となり得ることから、こ
のような言動を行わないよう注意すること。

附則 本規定は令和○年○月○日より実施する。

例 就業規則に委任規定を設けた上で、詳細を別規定に定めている例

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

求職者等セクハラの発生原因や背景になり得る
「性別役割分担意識に基づく言動」をなくすための注意喚起
（①求職者等セクハラの内容と②求職者等セクハラを行ってはならない旨の方針
の周知・啓発関係）
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２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

②求職者等セクハラを行っ
てはならない旨の方針

①求職者等セクハラ
の内容

⑤求職活動等
のルール

⑥相談窓口

⑧プライバシー保護
⑨不利益取り扱いの禁止

③行為者は厳正に
対処する旨の方針
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２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（１）事案発生有無に関わらず、事業主があらかじめ講ずべき措置

※データが壊れているように表示されますが、一度PCに保存
してから開いていただければ問題なくご利用いただけます。

「京都労働局ハラスメント対策について」で検索

https://jsite.mhlw.go.jp/kyoto-
roudoukyoku/content/contents/002772219.docx



２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（２）事案発生後に講ずべき措置
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【解決までの流れ（イメージ）】

・被害状況
・事実確認の結果（人間関係、
動機、時間、場所、頻度等）

・就業規則の規定内容
・裁判例 等
を考慮して措置を検討し
決定、実施する。

（対応例）
・被害者と行為者を引き離す
・行為者の謝罪
・被害者が求職活動等を継続
できるよう環境を整備する

（１）相談の受付
（一次対応）

（３）行為者・相談者
へのとるべき措置の

検討・実施

（４）行為者・相談者
へのフォローアップ

（５）再発防止策の

検討・実施

（対応例）
・対応方法を明確にする。
・プライバシーが確保できる
相談環境を整備する。

・相談者と同性の相談窓口担当者
を含む複数名で相談対応する。

・協力者が不利益な取扱いを
受けないことを周知する。

（対応例）
・相談者の了解を得たうえで、
行為者や第三者に事実確認を行う。

・意見が一致しない場合は第三者に
事実確認する。

（対応例）
・相談者に企業の取組を説明し、
理解を得る。

・行為者に同様の問題を起こさない
ようフォローする。

（対応例）
・求職者等セクハラを行っては
ならない旨の方針、行為者について
厳正に対処する旨の方針を社内報や
HP等に改めて掲載し、配布等する。

・労働者に対し、求職者等セクハラに
関する意識を啓発するため研修や
講習等を改めて実施する。

（２）事実関係の確認

２ 事業主に求められている雇用管理上講ずべき措置
（２）事案発生後に講ずべき措置

ポイント：
相談窓口担当者が相談を受けた場合、必要に応じ人事部門等の関係部門と連携し、迅速に対応します。
問題が大きくなる前に早急に対応することで、ハラスメント事案の解決に近づきます。

職場におけるハラスメント対策
相談窓口担当者向け研修資料（再掲）
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３ 参考資料
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３ 参考資料

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

ハラスメント対策総合情報サイト「あかるい職場応援団」

あかるい職場応援団
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（参考）求職者等セクハラに関する参考資料
厚生労働省のHP「あかるい職場応援団」では、求職者等セクハラの理解に役立つ動画・
資料等を掲載しています。

３ 参考資料
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３ 参考資料
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３ 参考資料

チェック項目No.
求職者等セクハラの内容、求職者等セクハラを行ってはならない旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発
している。１

行為者については、厳正に対処する旨の方針および対処の内容を就業規則等に規定し、労働者に周知・啓発
している。２

求職活動等に関するルールをあらかじめ明確化し、労働者・求職者等に周知・啓発している。３

相談窓口をあらかじめ定め、労働者および求職者等に周知している。４

相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるようにしている。５

相談があった場合は、事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認している。６

ハラスメントが生じた事実が確認できた場合は、被害者に対する措置を適正に行っている。７

ハラスメントが生じた事実が確認できた場合は、行為者に対する措置を適正に行っている。８

ハラスメントが生じた事実が確認できたか否かに関わらず、再発防止に向けた措置を講じている。９

相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者・求職者等に対し周知して
いる。１０

事実関係の確認等を理由として、労働者が不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発して
いる。１１

求職者等セクハラ対策チェックシート
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